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アジア経済法令ニュース No.18-49 

 添付法令資料 1： モロッコにおける政党助成金の様式、分配及び納付に関する 

  2012 年 7 月 5 日付第 2-12-293 号政令（目次） 

 添付法令資料 2： 韓国資源循環基本法（目次） 

 添付法令資料 3： 中国商業銀行理財子会社管理弁法（目次） 

 添付法令資料 4： 国内プライマリー・マーケットにおけるリテール・シャリーア国債の 

  発行及び販売に関する2018年9月21日付インドネシア共和国財務大臣 

  規則 No.125/PMK.08/2018（目次） 

 添付法令資料 5： 研究室のグッド・プラクティスに関して定めるベトナム保健省の 

  通知（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2018 年 12 月 7 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 人事訴訟法等の一部を改正する法律の施行期日を定める政令（政令第 322 号） 

18.11.30 公布／19.04.01 施行 

2 農薬取締法の一部を改正する法律の施行期日を定める政令（政令第 325 号） 

18.11.30 公布／一部を除き、18.12.01 施行 

3 農薬取締法の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等に関する政

令（政令第 326 号） 

18.11.30 公布／一部を除き、18.12.01 施行 

4 エネルギーの使用の合理化等に関する法律の一部を改正する法律の施行期日

を定める政令（政令第 327 号） 

18.11.30 公布／18.12.01 施行 

5 エネルギーの使用の合理化等に関する法律の一部を改正する法律附則第二条

の政令で定める日を定める政令（政令第 328 号） 

18.11.30 公布／同日施行 

6 エネルギーの使用の合理化等に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴

う関係政令の整備に関する政令（政令第 329 号） 

18.11.30 公布／18.12.01 施行 

7 所得に対する租税に関する二重課税の除去並びに脱税及び租税回避の防止の

ための日本国とデンマーク王国との間の条約（条約第 12 号） 

18.11.30 公布 

8 財務諸表等の監査証明に関する内閣府令及び企業内容等の開示に関する内閣

府令の一部を改正する内閣府令（内閣府令第 54 号） 

18.11.30 公布／同日施行 

9 所得に対する租税に関する二重課税の除去並びに脱税及び租税回避の防止の

ための日本国とデンマーク王国との間の条約の効力発生に関する件（外務省告
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示第 364 号） 

18.11.30 公布／18.12.27 施行 

10 ンブール県水産物付加価値向上のための改良型水揚場整備計画のための贈与

に関する日本国政府とセネガル共和国政府との間の書簡の交換に関する件（外

務省告示第 365 号） 

18.12.03 公布 

11 食糧援助に関する日本国政府とネパール政府との間の書簡の交換に関する件

（外務省告示第 366 号） 

18.12.03 公布 

12 パキスタン・イスラム共和国におけるポリオ感染拡大防止・撲滅計画のため

の贈与に関する日本国政府と国際連合児童基金との間の書簡の交換に関する件

（外務省告示第 367 号） 

18.12.03 公布 

13 技術協力に関する日本国政府とブルキナファソ政府との間の協定の署名及び

効力発生に関する件（外務省告示第 368 号） 

18.12.03 公布 

14 ガザ地区におけるパレスチナ難民キャンプ診療所への太陽光発電設備設置計

画のための贈与に関する日本国政府と国際連合パレスチナ難民救済事業機関と

の間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 369 号） 

18.12.04 公布 

15 食糧援助に関する日本国政府とブルキナファソ政府との間の書簡の交換に関

する件（外務省告示第 373 号） 

18.12.06 公布 

16 ガーナ共和国におけるアシャンティ州及びノーザン州における栄養不良への

対応計画のための贈与に関する日本国政府と世界食糧計画との間の書簡の交換

に関する件（外務省告示第 374 号） 

18.12.06 公布 

17 食糧援助に関する日本国政府とコモロ連合政府との間の書簡の交換に関する

件（外務省告示第 375 号） 

18.12.06 公布 

18 コモロ連合における重度急性栄養不良対策拡充計画のための贈与に関する日

本国政府と国際連合児童基金との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第

376 号） 

18.12.06 公布 

19 イエメン共和国内の社会的弱者に対する食糧援助に関する日本国政府と世界

食糧計画との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 377 号） 

18.12.06 公布 

20 重大な犯罪を防止し、及びこれと戦う上での協力の強化に関する日本国政府

とアメリカ合衆国政府との間の協定（条約第 13 号） 

18.12.07 公布 

21 重大な犯罪を防止し、及びこれと戦う上での協力の強化に関する日本国政府

とアメリカ合衆国政府との間の協定の効力発生に関する件（外務省告示第 379

号） 

18.12.07 公布／19.01.05 発効 
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第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 公安机关办理行政案件程序规定 

  （公安機関行政事件取扱手続規定（改正）） 

18.11.25 発布 公安部令第 149 号／19.01.01 施行 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

1 关于完善跨境电子商务零售进口税收政策的通知 

18.11.29 発布 財政部等 財関税[2018]49 号／19.01.01 施行 

2 关于调整跨境电商零售进口商品清单的公告 

18.11.20 発布 財政部等公告 2018 年第 157 号 財関税／19.01.01 施行 

3 国家税务总局关于发布《重大税收违法失信案件信息公布办法》的公告 

18.11.07 発布 国家税務総局公告 2018 年第 54 号／19.01.01 施行 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

1 商业银行理财子公司管理办法 

18.12.02 発布 中国銀行保険監督・管理委員会令 2018 年第 7 号／同日施行 

 

第 3 ロシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 5 韓国 

1 開発制限区域の指定及び管理に関する特別措置法施行令一部改正令 

18.12.04 公布 大統領令第 29331 号／同日施行 

2 建築法施行令一部改正令 

18.12.04 公布 大統領令第 29332 号／同日施行 

3 国家を当事者とする契約に関する法律施行令一部改正令 

18.12.04 公布 大統領令第 29318 号／同日施行 

4 訪問販売等に関する法律施行令一部改正令 

18.12.04 公布 大統領令第 29334 号／18.12.13 施行 

5 食品・医薬品分野の試験・検査等に関する法律施行規則一部改正令 

18.12.04 公布 総理令第 1500 号／同日施行 

6 電子商取引等における消費者保護に関する法律施行令一部改正令 
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18.12.04 公布 大統領令第 29335 号／18.12.13 施行 

7 土地開発登記規則 

18.12.04 公布 大法院規則第 2815 号／同日施行 

 

第 6 台湾 

1 修正票券金融管理法條文 

18.12.5 公布 総統府 華總一經字第 10700131001 號 

2 修正工業團體法條文 

18.12.5 公布 総統府 華總一義字第 10700131011 號 

3 修正證券交易法條文 

18.12.5 公布 総統府 華總一經字第 10700130991 號 

4 修正總統副總統選舉罷免法條文 

18.12.5 公布 総統府 華總一義字第 10700131031 號 

5 修正平均地權條例條文 

18.12.5 公布 総統府 華總一義字第 10700131021 號 

6 修正稅捐稽徵法條文 

18.12.5 公布 総統府 華總一經字第 10700131331 號 

7 增訂、刪除並修正郵政法條文 

18.12.5 公布 総統府 華總一經字第 10700130971 號 

8 制定勞動事件法 

18.12.5 公布 総統府 華總一義字第 10700129441 號 

 

第 7 シンガポール 

1 ACCOUNTANTS (PUBLIC ACCOUNTANTS) (AMENDMENT) RULES 

2018 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 5 

December 2018 and come into operation on 15 December 

2018;No.S789/2018 

 

第 8 タイ 

1 選挙監視員に関する仏暦 2561 年（西暦 2018 年）の選挙委員会の公告（第 2

次） 

18.11.27 制定／18.11.29 施行 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 
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掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 11 インド 

1 The Companies Amendment Ordinance 2018 

02 Nov 2018 付 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 13 カザフスタン 

1 2019 年ないし 2021 年におけるカザフスタン共和国国立基金からの保証付ト

ランスファーに関するカザフスタン共和国法律 

2018 年 11 月 30 日付 No.196-VI ZRK／2019 年 1 月 1 日から施行 

2 2019 年ないし 2021 年における共和国予算に関するカザフスタン共和国法律 

2018 年 11 月 30 日付 No.197-VI ZRK／2019 年 1 月 1 日から施行 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 国内製造者の輸出能力の更なる向上に係る措置に関するウズベキスタン共和

国大統領令 

2018 年 11 月 29 日付 No.UP-5587／同月 30 日施行 

2 特定の種類の商品の現代的ラベリング方式の導入に係る措置に関するウズベ

キスタン共和国大統領決定 

2018 年 11 月 30 日付 No.PP-4042／同年 12 月 1 日施行 

3 審査電子登録統一システムの導入手続に係る規程の承認に関するウズベキス

タン共和国検事総長の命令 

2018 年 10 月 31 日付No.205 同年 11 月 30 日法務省登録 No.3093／同年

12 月 1 日施行 

4 有価証券市場における投資仲買人の活動に係る規程への変更及び追加の導入

に関するウズベキスタン共和国競争促進国家委員会附属有価証券市場調整・開

発センター長官の命令 

2018 年 10 月 30 日付 No.2018-12 同年 11 月 30 日法務省登録 No.1108-5

／2019 年 3 月 2 日から施行 

5 専門的調停人の登録簿の作成及び管理に係る規程の承認に関するウズベキス

タン共和国法務相命令 

2018 年 11 月 29 日付 No.533-mx 同日法務省登録 No.3092／2019 年 1

月 1 日から施行 

6 共和国におけるシルク産業の加速的開発の支援に係る追加措置に関するウズ

ベキスタン共和国大統領決定 

2018 年 12 月 4 日付 No.PP-4047／同月 5 日施行 
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第 15 トルコ 

1 投資地域の確定に関する工業及び技術省の規則 

2018 年 12 月 1 日官報 No.30612／同日施行 

2 健康に関する特定の法律及び法律と同等の効力を有する決定における変更の

実施に関する法律 

2018 年 11 月 15 日付 No.7151 同年 12 月 5 日官報 No.30616／一部を除

き、公布の日から施行 

 

第 16 ポーランド 

1 殺生物製品に関する 2015 年 10 月 9 日付法律の単一テキストの公布に関する

2018 年 11 月 9 日付国会下院議長の公告 No.2231 

18.11.30 公布 

2 社会的対話評議会及びその他の社会的対話機構に関する 2015 年 7 月 24 日付

法律の単一テキストの公布に関する 2018 年 11 月 6 日付国会下院議長の公告

No.2232 

18.11.30 公布 

3 農業従事者を通じた食品の店舗及びレストランに対する販売の容易化のため

にいくつかの法律を変更することに関する 2018 年 11 月 9 日付法律 No.2242 

18.11.30 公布／19.01.01 施行 

4 金融市場に対する監督及び当該市場における投資家の保護に関連していくつ

かの法律を変更することに関する 2018 年 11 月 9 日付法律 No.2243 

18.11.30 公布／一部を除き、19.01.01 施行 

5 租税法及び経済法における企業家のために簡素化を導入するためにいくつか

の法律を変更することに関する 2018 年 11 月 9 日付法律 No.2244 

18.11.30 公布／一部を除き、19.01.01 施行 

6 教育法（2016 年 12 月 14 日付法律）、教育システムに関する 1991 年 9 月 7

日付法律及びいくつかのその他の法律の変更に関する 2018 年 11 月 22 日付法

律 No.2245 

18.11.30 公布／一部を除き、19.01.01 施行 

7 自然人からの所得税に関する 1991 年 7 月 26 日付法律及び自然人により取得

されたいくつかの収入からの所得に対する均一レートの租税に関する 1998 年

11 月 20 日付法律の変更に関する 2018 年 11 月 9 日付法律 No.2246 

18.11.30 公布／一部を除き、19.01.01 施行 

8 農産物のために使用されるディーゼルの価格に含まれる消費税の還付に関す

る 2006 年 3 月 10 日付法律の変更に関する 2018 年 11 月 9 日付法律 No.2247 

18.11.30 公布／一部を除き、19.01.01 施行 

9 ポーランド通信社に関する 1997 年 7 月 31 日付法律の変更に関する 2018 年

11 月 9 日付法律 No.2265 

18.12.04 公布／公布の日から 14 日の期間経過後に施行 

10 法律違反を伴って発布されたワルシャワの不動産にかかわる再民営化決定の

法的効果の除去に係る特別原則に関する 2017 年 3 月 9 日付法律の単一テキス
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トの公布に関する 2018 年 11 月 21 日付国会下院議長の公告 No.2267 

18.12.04 公布 

11 水法（2017 年 7 月 20 日付法律）の単一テキストの公布に関する 2018 年 11

月 9 日付国会下院議長の公告 No.2268 

18.12.04 公布 

12 炭化水素特別税に関する 2014 年 7 月 25 日付法律の単一テキストの公布に関

する 2018 年 11 月 21 日付国会下院議長の公告 No.2269 

18.12.05 公布 

13 EU メンバー国において取得される職業に係る資格の承認原則に関する 2015

年 12 月 22 日付法律の単一テキストの公布に関する 2018 年 11 月 9 日付国会下

院議長の公告 No.2272 

18.12.05 公布 

 

第 17 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 18 ミャンマー 

1 2018-2019 年連邦租税法草案を公布する件 

18.08.24 制定 連邦議会事務局通知第 57/2018 号 

 

第 19 添付法令資料 

   1 モロッコにおける政党助成金の様式、分配及び納付に関する 2012 年 7 月 5

日付第 2-12-293号政令（目次） 

   2 韓国資源循環基本法（目次） 

   3 中国商業銀行理財子会社管理弁法（目次） 

   4 国内プライマリー・マーケットにおけるリテール・シャリーア国債の発行及

び販売に関する 2018 年 9 月 21 日付インドネシア共和国財務大臣規則

No.125/PMK.08/2018（目次） 

   5 研究室のグッド・プラクティスに関して定めるベトナム保健省の通知（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

萩野 敦司  弁護士：韓国・越南・タイ・ミャンマー・ラオス・カンボジア・モン
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ゴル・インドネシア法令担当 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

北中 佳恵  弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

伏原 宏太  シニアコンサルタント：越南法令担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 
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南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

廣川 梓   パラリーガル：韓国・インドネシア・モンゴル・越南法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


